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「札幌市IT産業海外案件受託促進に向けた実態調査業務」の企画競争に参加いたします。なお、提案説明書に記載された参加資格を満たしていることを誓約いたします。

 ※札幌市競争入札参加資格者名簿への登録有無
　□あり　資格者番号（　　　　　　　）
　□なし　法令及び札幌市契約規則等に規定されている裏面の事項を誓約したうえで参　　　　加することを申し出ます（以下の書類を添付すること）。
【札幌市競争入札参加資格者名簿に登録がない事業者が提出する書類（各１部）】
提出書類	備考
登記事項証明書	・登記は現在事項証明または全部事項証明。	・写しでも可とするが、参加意向書の提出日から３カ月前以内に発行されたものであること。
財務諸表（直前２期分。２期の決算を終えていない場合は直近期分。）	・貸借対照表、損益計算書
納税証明書（市区町村民税）	・本店（契約権限を委任する場合は受任先）の所在地の市区町村が発行するもの。	・写しでも可とするが、参加意向書の提出日から３カ月前以内に発行されたものであること。
納税証明書（消費税・地方消費税）	･未納がない旨の証明書	・写しでも可とするが、参加意向書の提出日から３カ月前以内に発行されたものであること。


 誓約事項
１　提案説明書「５　参加資格要件」（５）の該当有無を確認するため、札幌市から役員名簿等の提出を求められたときは、速やかに提出いたします。
２　札幌市暴力団の排除の推進に関する条例第13条第２項に基づき本申出書及び役員名簿等が札幌市から警察その他の関係機関に提供されることに同意いたします。
３　使用する下請負人等が、提案説明書「５　参加資格要件」（５）に該当する事業者であると札幌市が北海道警察本部から通報を受け、又は札幌市の調査により判明し、札幌市から下請契約等の解除又は二次以降の下請負等にかかる契約の解除の指導を受けた場合は、当該指導に従います。
４　本申出書に関して虚偽の申し出をしたことが判明した場合又は本申出書に違反したことにより、札幌市と締結した契約を解除されても異議を申し立てません。また、これらにより損害が生じた場合であっても、札幌市に対して何らの請求もいたしません。

